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I 2 日中関係の時期区分
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さて、日中関係はこのように特殊お盆彊にあるのだが、ここでは次に、中華人民共和国の成立以後の日

中関係史を回顧してみよう。

1949 年の中華人民共和国の成立以来、197 2年の日中国交の樹立を経て今日に至る日中関係史は、

十の時期に区分することができる。

すおわち、第一期は、中華人民共和国が成立した1949 年から、サンフランシスコ対日講和条約が発効

した195 2年までの戦後日中関係の草創期である。

第二期は、 中国側の対日態度の緩和によって日中関係が新時代に入った1953 年から、中国の圏内政

治に重大怠転換（「百家争鳴」運動から反右派闘争への転換）がもたらされた1957年6月を境とする同

年前半まで。

第三期は、呈返夏（もうたくとう／マオツオートン）路線による中国の圏内盈塗パターンの高揚期となった

1957 年後半以降、翌195 8年L旦の長崎における中国国旗引き下ろし事件を翠盤にして日中関係が

断絶していた1962年前半まで。

第四期は、日中間のいわゆるしT貿易関係が成立する196 2年後半から、中国に文化大革命が開幕す

る以前の 1965年前半まで。
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第五期は、1965年後半の文化大革命開幕から、1969年の九全大会を経て、中国の国連愛担が実現

した1971年秋まで。

第六期は、こうして中国が名実ともに国際社会の有力芯一員と怠った1971年秋から、翌 1972年のニワ

ソン訪中にみられる国際関係の大きお変動を経て、同年9月の日中国交樹立に至る時期。

第七期は、1972年旦旦の日中国交樹立以降、日中関係の急速芯展開の芯かで、1978年豆旦にE皇

平和友好条約が締結されるまでの時期。

第八期は、1978 年夏の日中平和友好条約締結以降、19 89年旦旦の第二次天安門事件によって日

中関係に曲折が生じるまでの時期。

第九期は、天安門事件による対中国制裁が発動されてから、その解除を経て、1990年代以降ソ連・東

欧の社会主義体制が崩壊するおかで、 いわゆる「改革・開放」政策によって中国の経済発展が著しく怠

り、国際的にも「強大お中国」とたよって2009年 10月の建国6 0周年を迎えた時期である。

第十期は、2010年夏に中国のGDP（国内総生産）が日本を追い扱いて世界第二の経済大国とおり、

2012年には日中国交樹立4 0周年を迎えるまでの時期である。

以上の時期区分ののちに、ここでは、それぞれの時期の特徴と問題点を指摘してみたい。

［執筆者：中嶋嶺雄］
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1 10 「改革開放J体制下の日 中関係
1980 年代後半からの日中関係は、経済交流を中心に着実に推移してきた。 1988 年（昭和63)8月、

日中投資保護協定が盟盟され、これを機に日本の対中投資を促進するための窓口機関である日中投

資促進機構設立の準備も始まった。 このように日中の経済的交流が盛んに怠るにつれ、中国から日本に

やってくる留学生や就学生も急増した。 一方、盤盤整が 1989年生旦に死去し、それを悼むかたちで沸き

起こった民主化要求運動は、同年6月4 日の血の日曜日（第二次天安門事件）をもたらし、全世界に

衝撃を与えて、西側諸国は一斉に対中国制裁を断行した。 日本も 1988 年夏の竹下登首相の訪中に

よって取り決められた第三次円借款（総額8 100 億円）を凍結したが、1990 年秋からは徐々に解除し、

1991年8月には盗盤盆盤（かいふとしき）首相が訪中、翌199 2年4月には早速塁にうたくみん／チア

ンツォーミン）総書記が来日した。 次l＼で宣退重二政権時代の1992年旦旦には天皇・皇后両墜王の

訪中が実現し、1994年末には第四次円借款（前半3年間で58 00億円）を決定した。翌1995年豆旦、

並山童宣首相の訪中直後と同年8月、中国は地下盤茎墜を強行したため、日本政府は対中国無償

資金協力を大幅に削減した。 このように日中間協力にも問題が多く、この間、1994 年 5 月には永野法

相が「南京大虐殺J歪室発言で、同年8月には桜井重重庄長官が「侵略戦争」否定発言で相次いで

辞任したり、1996 年夏には盆盟蓋皇問題が再燃する芯ど、日中関係に固有芯問題も相変わらず生じ

ている。 しかし、1997 年 主旦には橋本龍太郎首相が、同 11月には杢盤（りほう／ リーポン）首相が日中

国交 25 周年を記念して相互訪問し、日米防衛協力のための指針（「新ガイドラインJ）や壁墓査茎の問

題での意見の隔たりにもかかわらずJ対話と協調」をペースにした日中関係の調整が図られた。 翌 1998
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年工旦には、日本共産党の互盤童三 （ふわてつぞう）委員長が訪中して日中両蓋童堂は3 2年ぶりに和

解し、 同年 1 1月には日中平和友好条約締結20周年を記念して江沢民主席が再訪日する芯ど日中

関係に新たお展開があったが、歴史認識の問題や主準盟墨芯ど日中間にはまだ大き芯溝も存在してい

る。 そのよう怠状況で推移してきた日中関係の芯かでドゲのよう芯問題は、靖国神社問題とくにいわゆる

A級戦犯の靖国神社合杷についてである。靖国神社へは日本の歴代首相が参拝してきたにもかかわら

ず、19 85年に中曽根康弘首相が公式参拝に踏み切り、同年の秋の訪中時に中国の学生らに激しく非

難されて翌年から参拝をとりやめたことから、中国側は事ある毎に靖国問題で日本を批判するようlこ怠っ

た。とくに小泉純一郎首相が選挙公約どおり靖国参拝に及ぶと中国側の批判は工ス力レー卜したが、こう

した日中関係の構造を自覚した安倍晋三首相は、首相就任直後に訪中して日中関係の「戦略的互

恵関係Jを提案した。中国は2008年には北京オリンピッワも成功させ、201 0年夏にGDP総生産で日本

を追い扱き、世界第二の経済大国に怠ったが、一人当たりのGDPは約5,000 米ドルとまだ低〈、圏内的

には貧富の差、言論統制、農民問題やウイゲル族やチベット族、モンゴル族芯ど少数民族への抑圧の問

題怠ど深刻怠社会問題もかかえている。 そうした芯かで最近の中国は軍事力、 とくに海軍力を増強して

東シナ海や南シナ海に進出する芯ど、軍事大固化への動きが目立っており、米国やアジアの周 辺諸国の

みおらず、日本の防衛当局も警戒を強めている。民主党政権下で201 0年9月に発生した尖閣諸島沖

での海上保安庁巡視船に対する中国漁船の横暴お衝突事件もその反映であり、日中国交樹立40周

年を2012年に控えて、 日中関係の在り方が改めて様々に問われている。

［執筆者：中嶋嶺雄］
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